
Ａｐｐｅｎｄｉｘ
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「農業者における情報収集の実態調査」 （Ｈ31.10.21-11.5）

■ 十分届いていると思う。

■ 届いているものと届いていな
いものがあると思う。

■ ほとんど届いていないと思う。

■ 全く届いていないと思う。

農業者の考えが農水省に届くまでに自治体
や農協等が間に入っている場合が多いから。

＜主な結果＞
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ペルソナを活用した農業者向けアプリに対するニーズ分析①

14

○ アプリに求められる機能、情報について、ユーザーエクスペリエンスの観点から検討・分析。

○ 「MAFFアプリ」の利用が想定される農業者のペルソナを設定し、 「MAFFアプリ」の機能や発信する情報について、課
題やニーズの把握を試みた。（農林水産省の若手政策検討チーム「チーム2050」の活動の一環で実施）

農林水産省にとってのペルソナを設定（ターゲットを絞る） ペルソナのインサイト・ニーズを整理

農林水産省とペルソナの接点及び接点前後
のペルソナの行動を考える
（カスタマージャーニーマップの作成）

①

③

②



ペルソナを活用した農業者向けアプリに対するニーズ分析②
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【主なアイデア】
＜ツール＞

・ プッシュ通知の効果的な発信

（朝、作業中は受動的な情報収集、夜に能動的な情報収集）

・ 作業中の関心事項をストックする機能（音声メモ機能）

・ 簡単に関連記事までアクセスできるようにするため、

自分の閲覧履歴を反映した記事の並びにする

＜情報発信機能＞

・ 自身の農地・農産物・取組を紹介できる投稿機能

・ 記事内容をユーザー（農家）が投稿する機能

・ 国の施策についてコメントする機能（特定農業者に向けたアンケート機能）

・ JAや市町村が情報発信できる機能（農業相談アポイントなど）

・ 事例の投稿機能（事例の募集機能）

＜ネットワーキング機能＞

・ 農地を提供する農業者と技術開発・実証に取り組む企業とのマッチング機能

・ 友達申請や、プロフィール閲覧など、農業者同士のコミュニケーションの入口

として活用できる機能

＜投稿情報＞

・ 農水省が保有する栽培技術や農業経営等に関する講義動画を配信

・ クボタ、ヤンマー、ヤマハの農業機械の体験レビュー

・ 新聞記事に関連した記事配信機能

（ドローン、無人トラクターなど、報道されたキーワードに応じて発信）

・ 農地提供情報（継承、技術実証への提供など）

・ 英語、中国語、韓国語のお役立ちキーワード情報（農作業ワードなど）の発信

（翻訳機能付き）

○ ３名のペルソナを設定し、カスタマージャーニーマップを作成して、ペルソナとMAFFアプリのタッチポイントを整理。

○ 各ペルソナがMAFFアプリを活用するシーンを、その行動や感情とともに具体的にイメージした上で、MAFFアプリに
求められる機能や情報を検討。

【ペルソナ２】

【ペルソナ３】



ＭＡＦＦアプリ アイデアソン

島田さん
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農業者、農水省、SBTの混成チームでワークショップ形式で議論

○ 現場のニーズを踏まえつつ、自由な発想で農業者と農林水産省のコミュニケーションのあり方と「MAFF アプリ」の活用方法につ
いて提案するアイデアソンを実施（2019年12月20日）。

○ 部局横断で情報発信に関心や知見のある農林水産省職員に、農業者を交えてワークショップ形式でアイデアを出し合い、現場
と行政におけるコミュニケーションの将来像やそこで必要とされるアプリの機能等を議論・検討。
（「チーム2050」でMAFFアプリについて議論した農業者に協力依頼。）

（協力）
慶応大学システムデザイン・マネジメント研究科

＜議論を踏まえ各チームから提案を発表＞

農業者のアイデアも活かし、アプリの利用シーンを具体的に想像し、

・ 農業者間の情報共有によって、作業の効率化を通じた農業者の働き方改革に
つなげるアイデアや、

・ 農業者にアプリを活用してもらうためのインセンティブ付与のアイデアなどが発
表された。

＜ワークショップ＞

デザイン思考の手法を取り入れ、
思考の発散と収束を繰り返し、アイ
デアを生み出していく。



「農業者の情報受発信の新たな仕組みに係る基本構想」
（「農業経営へのICT実装促進検討会」決定（H31.3.11）

１．基本認識

社会の情報化が進展する中で、農業経営においても、気象情報や作物の生育状況といった基本的な情報から、経験や勘といったこれまで共有化が困
難だった情報まで、農業者が自らの創意工夫と判断により自由に使いこなすことが可能となりつつある。
こうしたデータ駆動型の農業経営は、今後の農業の成長産業化と農業者の所得向上の鍵となるものである。農林水産省としては、これを支援・拡大する
ため、自らがデータ連携の一つの基点として情報の受発信を行うことにより、①非競争的な公的インフラとして、政策情報や統計データ等を農業者がアク
セスしやすい形で提供するとともに、②農業者が経営に用いる情報や自ら発信する情報をもとに、迅速に政策を展開していかなければならない。

しかしながら、現状、農林水産省が発信する政策情報等は、農業者に届いていない場合が多いだけでなく、届いていても、「内容が分かりづらい」「関心
のない情報が含まれている」などの理由から、現場の農業者にとって活用しやすいものとなっていない実態がある。また、農業者が抱える課題などの政
策ニーズについても、農業者から農林水産省に直接情報を伝えるチャネルが農業者に浸透しておらず、農林水産省として十分対応が出来ていないという
問題がある。

こうした課題を解決するため、農林水産省は、農業者が農林水産省と直接かつ効果的・効率的に情報受発信を行うことができる新たな仕組みを構築す
る。構築に当たっては、農業者の利便性を最大限高めるため、民間事業者の協力も得て、スマートフォン等のICT端末及び農業者が日常的に使用する農
業経営支援システム等でこの仕組みを利用できるようにする。

２．農業者の情報受発信の新たな仕組みの構築

上記の基本認識を踏まえ、農林水産省は、以下の方針に沿って、スマートフォン等のICT端末で利用可能な「アプリケーション」、同アプリケーションの
バックボーンとなる「情報受発信システム」及び同システムと民間事業者の農業経営支援システム等との連携を可能とする「政策情報API」を整備する。

① 農業者は、アプリケーションまたは民間事業者の提供する農業経営支援システム等を通じて、農林水産省と直接、相互に情報の受発信を行えること。

② 農林水産省から農業者への情報発信においては、農業者の属性や関心事項に応じ、プッシュ型の発信が可能であること。また、農林水産省は、配信
情報の閲覧状況を確認できるなど、情報発信の効果等を分析できること。

③ アプリケーション・情報受発信システムは、必要に応じ、現在及び将来において農林水産省等から農業者に提供されるデータプラットフォームや行政
システム等と連携し、農業者と農林水産省との間における総合的なコミュニケーションプラットフォームとして機能すること。連携に当たっては、「農林水
産省デジタル・ガバメント中長期計画」（平成30年6月決定）を踏まえること。

④ アプリケーション・情報受発信システムは、農業者の日常に溶け込むよう、UI・UXを重視し、農業者の顕在・潜在のニーズに応える機能を持つこと。

⑤ アプリケーション・情報受発信システムは、今後の情報技術の進展や農業が直面する課題に応じて、迅速かつ柔軟に対応し、改善できるものであること。

⑥ 政策情報APIは、民間事業者等が広く利用できるよう、システム等との連携における利便性・負担に最大限配慮すること。 17



「農業者の情報受発信の新たな仕組みに係る基本構想」
（「農業経営へのICT実装促進検討会」決定（H31.3.11）

３．農業者の情報受発信の新たな仕組みの運用

本基本構想に基づいて構築する新たな仕組みは、今後の農業・農政の基盤となりうるものであることから、農林水産省は、上記２．に沿って必要なシス
テム等を早期に構築し、効果的な情報受発信の方法や発信情報のニーズ、既存の情報受発信経路との関係、省内の運用体制の検証のため必要な試行
期間を設けた上で、速やかに公開し運用開始する。

運用開始後は、農業者が農林水産省と情報受発信を行う中心的な基盤として安定的に運用するとともに、各局の連携体制を構築し、農業者とのダイレ
クトな情報受発信のみならず、政策立案、行政手続、広報等あらゆる場面で全省的に活用し、データ駆動型の農業経営を推進する。

また、民間事業者は、農業経営支援システム等の普及拡大を引き続き推進するとともに、新たな仕組みを橋渡しとして農林水産省と密接に協力し、農
業経営支援システム等と情報受発信システムとの連携等を通じて農業経営の発展を図る。その際、農林水産省は、情報受発信システムと農業経営支援
システム等との連携の仕様を明確にするなど、円滑な連携が図られるよう必要な調整を行う。

今後、農林水産省は、農業者や民間事業者から寄せられる知見も活用しつつ、将来の技術発展や農業経営上のニーズに対応するため、絶えず農業者
の情報受発信の仕組みの改善を行う。

また、まずは農業分野でこの仕組みを構築するが、その経験も踏まえつつ、食品産業、林業、水産業等の分野にも拡大していく。
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ペルソナ分析


